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令和６年度６次産業化オンライン商談会等運営業務委託仕様書  
 
１ 委託業務名  令和６年度６次産業化オンライン商談会等運営業務  
 
 
２ 業務の目的 

 大分県産農林水産物を用いた加工品（以下「６次産業化等商品」という。）の商

談機会を創出するため、非対面・遠隔方式によるオンライン商談会及び試食展示会

を実施し、取扱い事業者（以下「参加事業者」という。）の商談能力の向上と販路

開拓・拡大支援を図ることとする。  
 
 
３ 業務内容  

販路開拓・拡大に意欲的な参加事業者を対象に、以下の取組を実施する。  
 
 （１）オンライン商談会の開催  

① 商談回数は原則３０回以上とすること。なお、回数については参加事業者と食

品を取り扱うバイヤー（以下「バイヤー」という。）とのマッチング状況を勘案

の上、県と協議して決定すること。 

② 商談会は原則として、令和６年９月から１０月の間で実施すること。商談に

要する日数は問わないが、運営上無理のないスケジュールとなるよう、開催時

期含め県と協議のうえ決定すること。なお、（２）との同日実施可とする。 

③ １回の商談時間は２０～３０分を目安とすること。 

④ 事前に参加事業者とバイヤーをマッチングすること。 

⑤ 参加事業者及びバイヤーが商談しやすいよう、商談会場及び通信環境、パソ

コン等必要な機材の手配及び設定をすること。なお、参加者が自社または自宅

からのオンライン商談参加を希望した場合はそれを認めることとし、県と協議

の上で県庁内に参加会場を設けることも可とする。 

⑥ 商談中は参加事業者がバイヤーに対し、効果的にコミュニケーションがとれ

るよう適宜フォローすること。 

 
（２）参加事業者不在型「試食展示会」の開催 

① 大消費地のバイヤーを招聘し、商品の展示・説明及び商品の試食を提供すること

で、参加事業者との商談支援等を行う試食展示会の企画立案、運営を行うこと。 

② 開催場所は大消費地のバイヤーが来訪しやすい場所とする。 

③ 参加事業者数は１０者以上とし、１者につき３商品まで展示できるものとする。 

④ 事前にバイヤーへ参加事業者の情報を周知し、参加事業者に対して効果的なバ

イヤーを招聘すること。  
⑤ 試食品は商品特性が的確に伝わるよう、適温・適量の状態でバイヤーへ試食

提供すること。 
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⑥ 参加したバイヤーに対して試食商品の評価アンケートを実施すること。（調

査表作成・集計も含む。） 

 

 （３）その他業務内容  
① 企画提案関係書類として、参加を想定するバイヤーのリストを提出すること。 
② 事務局を設置し、参加受付、書類確認、とりまとめ、商談スケジュール通知

等の連絡・調整を県、参加事業者及びバイヤーと適切に行うこと。また、事務

局は業務執行の進捗状況を定期的に県へ口頭もしくは書面で報告すること。 

③ 参加事業者及びバイヤーの募集にあたっては、県や関係機関と連携して募集

チラシ等を作成し、より多くの事業者が参加できるよう事業の周知徹底を図る

こと。 

④ 参加事業者に対しては電話、メール、面談などにより、商談成約に向けたフ

ォローアップ（未返信バイヤーへのフォロー、商談状況の進捗確認等）を実施

し、試食展示会及びオンライン商談会の開催から２ヶ月後時点での商談成約状

況を取りまとめて県へ報告すること。 

⑤ 参加バイヤーに対しては、試食展示会は当日、オンライン商談会は商談後、

商品や商談に対する感想や商談結果に関するアンケート調査を行い、結果を報

告すること。 

 
 
４ 実績報告書の提出 

業務終了後、実施結果をとりまとめた実績報告書を紙媒体１部及び DVD-ROM１枚

で県に提出すること。なお、実績報告書に添付する書類は以下のとおりとする。 

①試食展示会及びオンライン商談会の開催概要 

②試食展示会及びオンライン商談会の参加事業者とその商品一覧表 

③試食展示会及びオンライン商談会のマッチング結果一覧表 

④試食展示会及びオンライン商談会の実施状況の写真 

⑤参加バイヤーの商品評価アンケート調査結果 

    ⑥商談結果の状況（開催～２ヶ月後） 

  ⑦その他取組がある場合、その実施結果 

 

 

５ その他 

（１）委託料には、業務に係る経費（人件費、旅費、材料費、消耗品費、印刷製本

費、通信運搬費、賃借料、謝金、保険料等）の一切を含む。ただし、商品見本、

試食、配布資料、商品ＰＯＰ等の発送経費、オンライン商談における通信料は

参加事業者の負担とする。 

（２）受託者は、成果物に第三者が権利を有する著作物等が含まれる場合は、当該

使用許諾等に係る一切の手続きを行う。 

（３）受託者は、業務の遂行に当たって、県と十分な調整を行うこと。 
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（４）この仕様書に定める事項について疑義が生じた場合又はこの仕様書に定めの

ない事項については、県と協議の上決定する。 

 


